
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（イ）支持体上にカソード電極を形成する工程と、
　（ロ）カソード電極上を含む支持体上に絶縁層を形成する工程と、
　（ハ）絶縁層上にゲート電極を形成する工程と、
　（ニ）底部にカソード電極が露出した開口部を、少なくとも絶縁層に形成する工程と、
　（ホ）カソード電極とゲート電極との間に電位差を与えた状態で、開口部の上方から帯
電した粉体を供給してカソード電極上に該粉体を堆積させ、以て、該粉体から成り、開口
部内の電界強度分布を反映した略錐状の形状を有する電子放出電極を形成する工程、
から成
　

ことを特徴とする冷陰極電界電子放出素子の製
造方法。
【請求項２】
　工程（ホ）の後に、
　（ヘ）電子放出電極を焼成する工程、
を有することを特徴とする請求項１に記載の冷陰極電界電子放出素子の製造方法。
【請求項３】
　工程（ホ）では、少なくとも絶縁層上に保護層を形成した状態で粉体を供給し、電子放
出電極を形成した後に保護層を除去することを特徴とする請求項１に記載の冷陰極電界電
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り、
帯電した粉体の極性は、工程（ホ）におけるゲート電極の極性と同一であり、工程（ホ

）におけるカソード電極の極性と逆である



子放出素子の製造方法。
【請求項４】
　保護層として有機高分子材料層を用いることを特徴とする に記載の冷陰極電界
電子放出素子の製造方法。
【請求項５】
　アノード電極及び蛍光体層が形成された基板と、冷陰極電界電子放出素子が形成された
支持体とを、該蛍光体層と該冷陰極電界電子放出素子とが対向するように配置し、該基板
と該支持体とを周縁部において接着する冷陰極電界電子放出表示装置の製造方法であって
、
　各冷陰極電界電子放出素子は、
　（イ）支持体上にカソード電極を形成する工程と、
　（ロ）カソード電極上を含む支持体上に絶縁層を形成する工程と、
　（ハ）絶縁層上にゲート電極を形成する工程と、
　（ニ）底部にカソード電極が露出した開口部を、少なくとも絶縁層に形成する工程と、
　（ホ）カソード電極とゲート電極との間に電位差を与えた状態で、開口部の上方から帯
電した粉体を供給してカソード電極上に該粉体を堆積させ、以て、該粉体から成り、開口
部内の電界強度分布を反映した略錐状の形状を有する電子放出電極を形成する工程、
を経て製造され
　

ことを特徴とする冷陰極電界電子放出表示装置
の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、冷陰極電界電子放出素子の製造方法、及び、かかる冷陰極電界電子放出素子を
組み込んだ冷陰極電界電子放出表示装置の製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
真空中に置かれた金属や半導体等に或る閾値以上の強さの電界を与えると、金属や半導体
等の表面のエネルギー障壁が低下するために、トンネル効果によってこのエネルギー障壁
を乗り越えることが可能な電子が増大し、常温でも真空中に電子が放出されるようになる
。かかる原理に基づく電子放出を、冷陰極電界電子放出、あるいは単に電界放出（フィー
ルド・エミッション）と称する。近年、この電界放出の原理を画像表示に応用した平面型
の冷陰極電界電子放出表示装置、所謂フィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ
）が提案されており、高輝度、低消費電力等の長所を有することから、従来の陰極線管（
ＣＲＴ）に代わる画像表示装置として期待されている。
【０００３】
冷陰極電界電子放出表示装置（以下、単に、表示装置と称する場合がある）は、一般に、
２次元マトリクス状に配列された各画素に対応して電子放出領域を有するカソード・パネ
ルと、電子放出領域から放出された電子との衝突により励起されて発光する蛍光体層を有
するアノード・パネルとが、高真空層を介して対向配置された構成を有する。カソード・
パネル上の各電子放出領域においては、通常、複数の電子放出電極が形成され、更に、電
子放出電極から電子を引き出すためのゲート電極も形成されている。この電子放出電極と
ゲート電極を有する部分が冷陰極電界電子放出素子であり、以下、単に電界放出素子と称
する。
【０００４】
かかる表示装置の構成において、低い駆動電圧で大きな放出電子電流を得るためには、例
えば、電界放出素子を構成する電子放出電極の先端形状を鋭く尖らせた形状とすること、
個々の電子放出電極を微細化して、１画素に対応する電子放出領域内における電子放出電
極の存在密度を高めること、電子放出電極の先端とゲート電極との距離を短縮することが
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請求項３

、
帯電した粉体の極性は、工程（ホ）におけるゲート電極の極性と同一であり、工程（ホ

）におけるカソード電極の極性と逆である



必要である。従って、これらを実現するために、従来より様々な構成を有する電界放出素
子が提案されている。
【０００５】
かかる従来の電界放出素子の代表例の１つとして、電子放出電極を円錐形の導電体で構成
した、所謂スピント（Ｓｐｉｎｄｔ）型電界放出素子（以下、スピント型素子と称する）
が知られている。スピント型素子の製造方法の概要を、以下、図９及び図１０を参照して
説明する。この製造方法は、基本的には、円錐形の電子放出電極５５を金属材料の垂直蒸
着により形成する方法である。即ち、開口部５４に対して蒸着粒子は垂直に入射するが、
開口部５４の開口端部に形成されるオーバーハング状の堆積物による遮蔽効果を利用して
、開口部５４の底部に到達する蒸着粒子の量を漸減させ、円錐形の堆積物から成る電子放
出電極５５を自己整合的に形成する。ここでは、不要なオーバーハング状の堆積物の除去
を容易とするために、ゲート電極５３上に剥離層５６を予め形成しておく方法について説
明する。
【０００６】
［工程－１０］
先ず、図９の（Ａ）に示すように、例えばガラス基板から成る支持体５０上にニオブ（Ｎ
ｂ）から成るカソード電極５１を形成した後、その上にＳｉＯ 2から成る絶縁層５２、導
電材料から成るゲート電極５３を順次製膜し、次に、このゲート電極５３と絶縁層５２を
パターニングすることにより開口部５４を形成する。このパターニングは、通常のフォト
リソグラフィによるレジストマスク（図示せず）の形成と、このレジストマスクを介した
ドライエッチングにより行われる。
【０００７】
［工程－２０］
次に、図９の（Ｂ）に示すように、支持体５０に対してアルミニウムを斜め蒸着すること
により、剥離層５６を形成する。このとき、支持体５０の法線に対する蒸着粒子の入射角
を十分に大きく選択することにより、開口部５４の底部にアルミニウムを殆ど堆積させる
ことなく、ゲート電極５３の上に剥離層５６を形成することができる。この剥離層５６は
、開口部５４の開口端部から庇状に張り出しており、これにより開口部５４が実質的に縮
径される。
【０００８】
［工程－３０］
次に、全面に例えばモリブデン（Ｍｏ）を垂直蒸着する。このとき、図１０の（Ａ）に示
すように、剥離層５６上でオーバーハング形状を有する導電材料層５５Ａが成長するに伴
い、開口部５４の実質的な直径が次第に縮小されるので、開口部５４の底部において堆積
に寄与する蒸着粒子は、次第に開口部５４の中央付近を通過するものに限られるようにな
る。この結果、開口部５４の底部には円錐形の堆積物が形成され、この円錐形の堆積物が
電子放出電極５５となる。
【０００９】
［工程－４０］
その後、図１０の（Ｂ）に示すように、電気化学的プロセス及び湿式プロセスによって剥
離層５６をゲート電極５３の表面から剥離し、ゲート電極５３の上方の導電材料層５５Ａ
を選択的に除去する。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、図１０の（Ｂ）に示した構造を有する電界放出素子の電子放出特性は、開口部
５４の上端部を成すゲート電極５３の縁部５３Ａから電子放出電極５５の先端部までの距
離に大きく依存する。この距離は通常、サブミクロンのオーダーであり、開口部５４の形
状の加工精度や直径の寸法精度、［工程－３０］において製膜される導電材料層５５Ａの
膜厚精度、更にはその下地となる剥離層５６の形状精度に大きく依存する。しかしながら
、実際に大面積の支持体全体に亙って均一な膜厚を有する導電材料層５５Ａを垂直蒸着に
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より形成したり、均一な寸法の庇形状を有する剥離層５６を斜め蒸着により形成すること
は、極めて困難であり、何らかの面内ばらつきやロット間ばらつきは避けられない。この
ばらつきにより、表示装置の画像表示特性、例えば画像の明るさにばらつきが生じる。し
かも、大型の蒸着装置が必要とされること、スループットが低下すること、大面積に亙っ
て形成された剥離層５６を除去する際に、その残渣がカソード・パネルを汚染する原因と
なり、表示装置の製造歩留まりを低下させること、といった問題もある。
【００１１】
そこで、本発明は、電子放出効率の高い電子放出電極を均一、且つ、容易に形成可能な冷
陰極電界電子放出素子の製造方法、並びに、かかる冷陰極電界電子放出素子を組み込んだ
冷陰極電界電子放出表示装置の製造方法を提供することを目的とする。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
上記の目的を達成するための本発明の冷陰極電界電子放出素子（以下、電界放出素子と略
す）の製造方法は、
（イ）支持体上にカソード電極を形成する工程と、
（ロ）カソード電極上を含む支持体上に絶縁層を形成する工程と、
（ハ）絶縁層上にゲート電極を形成する工程と、
（ニ）底部にカソード電極が露出した開口部を、少なくとも絶縁層に形成する工程と、
（ホ）カソード電極とゲート電極との間に電位差を与えた状態で、開口部の上方から帯電
した粉体を供給してカソード電極上に該粉体を堆積させ、以て、該粉体から成り、開口部
内の電界強度分布を反映した略錐状の形状を有する電子放出電極を形成する工程、
から成ることを特徴とする。
【００１３】
また、上記の目的を達成するための本発明の冷陰極電界電子放出表示装置（以下、表示装
置と略す）の製造方法は、上述の電界放出素子を組み込んだ表示装置の製造方法である。
即ち、アノード電極及び蛍光体層が形成された基板と、電界放出素子が形成された支持体
とを、該蛍光体層と該電界放出素子とが対向するように配置し、該基板と該支持体とを周
縁部において接着する表示装置の製造方法であって、
各電界放出素子は、
（イ）支持体上にカソード電極を形成する工程と、
（ロ）カソード電極上を含む支持体上に絶縁層を形成する工程と、
（ハ）絶縁層上にゲート電極を形成する工程と、
（ニ）底部にカソード電極が露出した開口部を、少なくとも絶縁層に形成する工程と、
（ホ）カソード電極とゲート電極との間に電位差を与えた状態で、開口部の上方から帯電
した粉体を供給してカソード電極上に該粉体を堆積させ、以て、該粉体から成り、開口部
内の電界強度分布を反映した略錐状の形状を有する電子放出電極を形成する工程、
を経て製造されることを特徴とする。
【００１４】
本発明の電界放出素子の製造方法及び表示装置の製造方法（以下、本発明と総称する場合
がある）において、帯電した粉体の極性は、工程（ホ）におけるゲート電極の極性と同一
であり、工程（ホ）におけるカソード電極の極性と逆とすることができる。このように極
性を選択することにより、粉体のゲート電極表面への付着は電気的斥力によって防止され
、粉体のカソード電極への付着が電気的吸引力によって促進される。従って、可能な極性
の組合せとしては、
（１）粉体／ゲート電極／カソード電極＝負／負／正、又は、
（２）粉体／ゲート電極／カソード電極＝正／正／負、
の２通りがある。但し、上記（１）の組合せにおいて、ゲート電極の極性のカソード電極
の極性は、電界放出素子あるいは表示装置の実稼働時の極性とは逆である。ゲート電極の
極性とカソード電極の極性に関して「工程（ホ）における」と断っているのは、実稼働時
の極性との区別を明確化するためである。本発明において、カソード電極とアノード電極
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との間に安定した電位差を与えるためには、カソード電極を接地し、（１）の組合せを採
用することが特に好ましい。
【００１５】
本発明では、カソード電極上に形成された粉体の堆積物が電子放出電極となるが、電子放
出電極の形状が開口部内の電界強度分布に応じて自己整合的に制御される点が、本発明の
メリットの一つである。即ち、スピント型の電界放出素子、あるいはスピント型と同様の
動作原理に基づく電界放出素子の構成においては、開口部の上端にゲート電極が位置し、
開口部の底部にカソード電極が露出しているので、開口部内には両電極間の電位差や開口
部の形状に応じた電界強度分布が生ずる。開口部の中央部近傍では電界強度が最も低く、
中央部から周辺部へ遠ざかるにつれて電界強度は高くなる。帯電した粉体は、電界強度の
低い部分ほど多く集中するため、開口部の中央部近傍にピークを有する略錘状の堆積物（
即ち、電子放出電極）が形成される。ここで、「略錐状の形状」には、通常の錐状形状の
他、通常の錐状の側面が若干外側へ膨らんだり、あるいは側面が若干内側へ凹んだりした
形状も含まれる。開口部が円形であれば電子放出電極の形状は略円錐状となり、開口部が
ｎ角形であれば電子放出電極の形状は略ｎ角錐状となる。尚、開口部が矩形である場合に
は、電子放出電極は矩形の長辺に沿って稜線が延在した凸条体となるが、本発明ではかか
る電子放出電極の形状も「略錐状」に含めるものとする。
【００１６】
上述のようにカソード電極上に形成された粉体の堆積物は、そのままで十分な機械的強度
や安定な電気的特性を有していれば電子放出電極として実用に供することができるが、機
械的強度や電気的特性の安定性が不十分である場合には、工程（ホ）の後に、
（ヘ）電子放出電極を焼成する工程、
を設けることが特に好ましい。焼成温度は、ゲート電極やカソード電極やゲート電極の耐
熱性が十分に保証できる温度とし、焼成雰囲気は、ゲート電極やカソード電極の電気抵抗
率が酸化によって上昇したり、あるいはゲート電極やカソード電極が燃焼によって除去さ
れることのないよう、不活性ガス雰囲気とすることが特に好ましい。
【００１７】
本発明で使用する粉体は電子放出電極の構成材料であるから、その構成成分の全体又は一
部が導電性を備える必要がある。導電性物質は、一般にバルク状態では帯電しないとされ
るが、粉体となって空中に浮遊した状態では電荷が漏洩しないので、粉体の構成成分の全
体が導電性を備える場合であっても、帯電した粉体を供給することは可能である。導電性
を備える粉体としては、カーボン、タングステン（Ｗ）、ニオブ（Ｎｂ）、タンタル（Ｔ
ａ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、クロム（Ｃｒ）等の高融点金属、あるいは
ＩＴＯ（インジウム・錫酸化物）等の透明導電材料の粉体を使用することができる。
【００１８】
一方、構成成分の一部が導電性を備えた粉体とは、例えば、導電性粒子を結合剤（バイン
ダ）の被膜で覆った粉体である。上述のような焼成によって機械的強度や電気的安定性に
優れる電子放出電極を形成する場合には、かかる粉体を使用することが極めて好適である
。結合剤の被膜を有する粉体は、静電粉体塗装の分野で通常使用されている粉体塗料と同
様に取り扱うことが可能である。粉体の核を成す導電性粒子としては、上述した導電性を
備える粉体を使用することができる。結合剤としては、汎用樹脂を使用することができる
。結合剤は、焼成によって燃焼除去されてもよいし、炭化した状態で導電性物質から成る
粒子の隙間に残存し、粒子同士の接着に寄与してもよい。但し、重合度が極端に大きかっ
たり、多重結合含有量が極端に多い汎用樹脂では、焼成に高温を要し、焼成時にカソード
電極、絶縁層、ゲート電極に悪影響を及ぼす虞れがある。そこで、これらに対する悪影響
が生じる虞れのない温度にて燃焼若しくは炭化させることが可能な汎用樹脂を選択するこ
とが好ましい。かかる汎用樹脂としては、熱可塑性樹脂や熱硬化性樹脂を使用することが
できる。熱可塑性樹脂としては塩化ビニル樹脂、ポリオレフィン樹脂、ポリアミド樹脂、
セルロースエステル樹脂、フッ素樹脂を例示することができ、熱硬化性樹脂としては、エ
ポキシ樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂を例示することができる。粉体の形状は特
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に限定されず、球形、板状、針状、柱状、多面体、不定形のいずれであってもよいが、堆
積物中の粉体の充填密度を高め得る形状が特に好ましい。
【００１９】
粉体の帯電方法や粉体の供給に用いる装置としては、静電粉体塗装の分野で通常使用され
ている方法や装置を挙げることができる。帯電方法としては、粉体同士の接触・摩擦によ
る帯電、障害物との衝突による帯電、静電誘導による帯電、荷電粒子や電子との衝突によ
る帯電を例示することができる。各帯電方法を単独で採用しても構わないが、通常使用さ
れる装置において粉体が帯電する過程では、複数の帯電方法が関与している場合が多い。
中でも代表的な帯電方法は、荷電粒子との衝突による帯電であり、この荷電粒子とは、通
常、静電粉体吹付けガンによるコロナ放電で発生したイオンである。コロナ放電を利用し
た静電粉体吹付けガンには、単極外部荷電式、単極内外部荷電式、単極内部荷電式、両極
外部荷電式等の種類があり、いずれも本発明に使用することができる。この他、摩擦帯電
式の静電粉体吹付けガンも知られており、本発明に使用することができる。
【００２０】
ところで、本発明では、工程（ホ）の粉体供給時におけるゲート電極と粉体の極性が等し
いことにより、ゲート電極上への粉体の堆積は電気的斥力により防止されているが、ゲー
ト電極のパターン形状や寸法に依っては、隣り合うゲート電極間のスペースに堆積した粉
体によってゲート電極同士が短絡する場合もあり得る。そこで、この短絡を防止するため
に、工程（ホ）において、少なくとも絶縁層上に保護層を形成した状態で粉体を供給し、
電子放出電極を形成した後に保護層を除去することが特に好ましい。保護層は、絶縁層上
にのみ形成してもよいし、全面（即ち、ゲート電極上を含む絶縁層上）に形成してもよい
。
【００２１】
保護層については、その構成材料と厚さが開口部内の電界強度分布に実質的に影響を与え
ないことが要求される。半導体装置の製造分野で通常使用されているフォトレジスト層の
ような有機高分子材料層は、保護層として好適である。保護層は、例えば、工程（ニ）に
おける開口部の形成が終了した後、薄いフォトレジスト層をスピンコート法により全面に
形成し、開口部の底部のカソード電極上の部分においてフォトレジスト層を選択的に除去
することにより形成可能である。あるいは、隣り合うゲート電極間のスペースを塞ぐよう
な保護層を例えば印刷法により形成してもよい。更にあるいは、工程（ニ）において絶縁
層に開口部を形成する際のエッチングマスクとしてフォトレジスト材料層を使用し、且つ
、エッチング終了後のフォトレジスト層の残膜厚が十分に薄い場合には、該フォトレジス
ト層をそのまま保護層として利用することができる。
【００２２】
本発明により製造される電界放出素子及び表示装置のカソード電極は、タングステン（Ｗ
）、ニオブ（Ｎｂ）、タンタル（Ｔａ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、クロム
（Ｃｒ）等の高融点金属、カーボン、あるいはＩＴＯ（インジウム・錫酸化物）等の透明
導電材料を用いて形成することができる。本発明により製造される電界放出素子及び表示
装置のゲート電極は、タングステン（Ｗ）、ニオブ（Ｎｂ）、タンタル（Ｔａ）、チタン
（Ｔｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、クロム（Ｃｒ）、アルミニウム（Ａｌ）、銅（Ｃｕ）、
銀（Ａｕ）等の金属層又はこれらの金属元素を含む合金層、又はこれらの金属元素を含む
化合物（例えば、ＴｉＮ等の窒化物や、ＷＳｉ 2、ＭｏＳｉ 2、ＴｉＳｉ 2、ＴａＳｉ 2等の
シリサイド）、不純物を含有するシリコン等の半導体層、カーボン、あるいはＩＴＯ（イ
ンジウム・錫酸化物）等の透明導電材料を用いて形成することができる。更に、本発明に
より製造される表示装置のアノード電極の構成材料は、表示装置の構成によって選択する
。即ち、表示装置が透過式であって、且つ、基板上にアノード電極と蛍光体層がこの順に
積層されている場合は、アノード電極が形成される基板は元より、アノード電極自身も透
明である必要があり、ＩＴＯ（インジウム・錫酸化物）等の透明導電材料を用いる。一方
、表示装置が反射式である場合、及び、透過式であっても基板上に蛍光体層とアノード電
極とがこの順に積層されている場合は、ＩＴＯの他、カソード電極やゲート電極に関連し
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て上述した材料を適宜選択して用いることができる。
【００２３】
カソード電極、ゲート電極及びアノード電極の形成には、構成材料に応じて、ＣＶＤ法、
蒸着法、塗布法、スパッタリング法、印刷法等の公知のプロセスが適用できる。ＣＶＤ法
、蒸着法、塗布法及びスパッタリング法では、カソード電極やゲート電極を構成する材料
層の全面成膜が行われるが、予め被成膜体上にリフトオフ用の剥離層が形成されている場
合には剥離層の除去によってカソード電極やゲート電極を所定のパターンに形成すること
ができ、剥離層が形成されていない場合には、フォトリソグラフィ技術とエッチング技術
によるパターニングが可能である。スクリーン印刷法等の印刷法では、カソード電極やゲ
ート電極の最終的なパターンを、単一工程で得ることができ、特にゲート電極に関しては
、寸法精度に裕度があれば、初めから開口部を有するゲート電極を印刷法のみによって形
成することもできる。工程（ニ）における開口部の形成に関し、開口部を「少なくとも」
絶縁層に形成すると表現しているのは、上述のように印刷法により開口部も同時に形成す
る場合もあることから、工程（ニ）におけるゲート電極への開口部の形成が必ずしも必要
ではないからである。
【００２４】
絶縁層の構成材料としては、ＳｉＯ 2、ＳｉＮ、ＳｉＯＮ、ガラス・ペースト硬化物を単
独あるいは適宜積層して使用することができる。絶縁層の形成には、構成する材料に応じ
て、ＣＶＤ法、塗布法、スパッタリング法、印刷法等の公知のプロセスが利用できる。
【００２５】
アノード電極が形成される基板としては、ガラス基板、表面に絶縁層が形成されたガラス
基板、石英基板、表面に絶縁層が形成された石英基板を例示することができる。また、カ
ソード電極が形成される支持体は、少なくとも表面が絶縁性部材より構成されていればよ
く、ガラス基板、表面に絶縁層が形成されたガラス基板、石英基板、表面に絶縁層が形成
された石英基板、表面に絶縁膜が形成された半導体基板を例示することができる。
【００２６】
アノード電極及び蛍光体層が形成された基板と、冷陰極電界電子放出素子が形成された支
持体とを周縁部において接着して表示装置を製造する際、周縁部はフリットガラスのみに
よって接着されていてもよいし、あるいは枠体を介して接着されていてもよい。接着後の
基板と支持体とに挟まれた空間は、おおよそ１０ - 2Ｐａのオーダー、あるいはそれ以上（
即ち、より低圧）の真空度に維持される。枠体を用いる場合の枠体と基板との間の接着や
、枠体と支持体との間の接着は、フリットガラスや低融点金属材料を用いて行うことがで
きる。上記低融点金属材料の「低融点」とは、概ね４００°Ｃの温度範囲を指し、該材料
は、インジウム、インジウム系合金、錫系はんだ、鉛系はんだ、亜鉛系はんだの中から適
宜選択することができる。かかる低融点金属材料はフリットガラスに比べて脱ガスを生じ
にくいため、枠体と支持体と基板に囲まれた空間の真空度を長期間に亘り維持し、以て、
表示装置の長寿命化を図る上で好適である。
【００２７】
尚、本発明において、電界放出素子がさらに収束電極を備えており、しかも、収束電極が
個々の電子放出電極に対応して開口部の上端部に形成されている場合には、カソード電極
とゲート電極との間に電位差を与える代わりに、カソード電極と収束電極との間に電位差
を与えた状態で、開口部の上方から帯電した粉体を供給してカソード電極上に該粉体を堆
積させることもできる。収束電極とは、開口部の外へ飛び出してアノード電極へ向かう電
子が所望の蛍光体層のみに入射するように、電子軌道を収束させるための電界を発生する
電極である。収束電極を設ける場合は、通常、ゲート電極上を含む絶縁層上に更に第２の
絶縁層を形成し、第２の絶縁層上に収束電極を形成し、少なくとも第２の絶縁層に、開口
部と連通する第２の開口部を形成する。粉体供給時のカソード電極と収束電極と粉体の極
性の組合せについては、前述した通りである。
【００２８】
【発明の実施の形態】
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以下、図面を参照して、発明の実施の形態（以下、実施の形態と略称する）に基づき本発
明を説明する。
【００２９】
（実施の形態１）
実施の形態１は、本発明の電界放出素子の製造方法と、本発明の表示装置の製造方法に関
する。電界放出素子の製造方法の工程図を図１乃至図３に示し、電子放出電極を形成する
ための静電粉体吹付け装置の概念的な構成図を図４に示し、帯電した粉体の供給により略
錐状の電子放出電極が自己整合的に形成される様子を図５に概念的に示し、かかる電界放
出素子を組み込んだ表示装置の概念的な構成図を図６に示す。
【００３０】
［工程－１００］
先ず、例えばガラス基板から成る支持体１０上に、カソード電極１１を形成する。カソー
ド電極１１は、例えば支持体１０上にタングステン膜を全面製膜し、続いてこのタングス
テン膜をパターニングして形成することができる。尚、カソード電極１１は単一の材料層
ではなく、複数の材料層を積層して構成することもできる。例えば、後工程で形成される
各電子放出電極（図２の符号１５）の電子放出特性のばらつきをカバーするために、カソ
ード電極１１の表層部を残部よりも電気抵抗率の高い材料で構成することができる。次に
、カソード電極１１上を含む支持体１０上に絶縁層１２を形成する。ここでは、一例とし
てガラス・ペーストを全面に約５μｍの厚さに印刷する。次に、絶縁層１２に含まれる水
分や溶剤を除去し、且つ、絶縁層１２を平坦化するために、例えば１５０゜Ｃにて絶縁層
１２を乾燥する。尚、上述のようなガラス・ペーストを用いた印刷に替えて、例えばプラ
ズマＣＶＤ法によりＳｉＯ 2膜を形成しても、勿論構わない。
【００３１】
次に、絶縁層１２上にゲート電極１３を形成する。ゲート電極１３は、例えば絶縁層１２
上にタングステン膜を全面製膜し、続いてこのタングステン膜をパターニングして形成す
ることができる。このときのストライプの延在方向は、カソード電極１１と直交する方向
である。図１の（Ａ－１）は、ストライプ状のパターニングのみを行ったゲート電極１３
を示し、図１の（Ａ－２）は、カソード電極１１と重複する領域において開口部のパター
ニングも同時に行われたゲート電極１３Ａを示す。
【００３２】
［工程－１１０］
次に、図２の（Ａ）に示すように、例えばフォトレジスト材料から成るエッチングマスク
１６を介してエッチングを行う。ここで、［工程－１００］の終了時点における状態が図
１の（Ａ－１）に示した状態である場合には、ゲート電極１３と絶縁層１２の双方をエッ
チングし、［工程－１００］の終了時点における状態が図１の（Ａ－２）に示し状態であ
る場合には、絶縁層１２のみをエッチングする。いずれにしても、このエッチングにより
、底部にカソード電極１１が露出した開口部１４Ａを形成する。ここでは、一例としてフ
ッ素系ガスを用いた異方性ドライエッチングにより、垂直壁を有する開口部１４Ａを形成
する。
【００３３】
［工程－１２０］
次に、等方的なエッチングを行い、図２の（Ｂ）に示すように、開口部１４Ａを構成する
絶縁層１２の側壁面を後退させ、開口部１４Ｂを形成する。等方的なエッチングは、ケミ
カルドライエッチングのようにラジカルを主エッチング種として利用するドライエッチン
グ、あるいは、エッチング液を利用するウェットエッチングにより行うことができる。エ
ッチング液としては、４９％フッ酸と純水の１：１００（容量比）混合液を用いることが
できる。更に、図２の（Ｃ）に示すように、エッチングマスク１６を除去する。ここまで
のプロセスが終了した基体（基板１０、カソード電極１１、絶縁層１２，ゲート電極１３
Ａの総称）が、次工程の静電粉体吹付けの被処理体となる。
【００３４】
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［工程－１３０］
次に、図３に示すように、略錐状の形状を有する電子放出電極１５をカソード電極１１上
に形成する。図３の（Ｂ）は、電界放出素子の一部を示す模式的な斜視図であり、図３の
（Ａ）は図３の（Ｂ）のＡ－Ａ線断面図である。図３の（Ｂ）では、電子放出電極１５の
全体が見えるように、絶縁層１２とゲート電極１３Ａの一部を破断している。また、図３
には簡略化のため、カソード電極１１とゲート電極１３Ａとの各重複領域において電子放
出電極１５が１つだけ形成された状態を図示するが、実際の電界放出素子の構成において
は、各重複領域に開口部１４Ｂと電子放出電極１５の組が数十個～数千個ものオーダーで
形成され、これら複数の電子放出電極１５の集合体によって１画素に対応する電子放出領
域が構成される場合が多い。
【００３５】
ここで、電子放出電極１５を形成するための静電粉体吹付け装置の構成について、図４を
参照しながら説明する。この装置は、粉体供給系統、粉体吹付け系統、粉体回収系統に大
別される。粉体供給系統は、粉体１００を圧縮空気によって静電粉体吹付けガン２６へ圧
送する粉体供給管２４と、粉体供給管２４に接続され、粉体を貯留するホッパ２３を主な
構成要素とする。ホッパ２３に貯留される粉体１００は、新しい粉体と、後述の粉体回収
系統から回収された粉体との混合物である。粉体供給管２４が一部屈曲しているのは、管
壁との衝突により粉体１００の帯電を促進するためである。
【００３６】
粉体吹付け系統は、静電粉体吹付けガン２６と吹付けブース２０を主な構成要素とする。
静電粉体吹付けガン２６は、粉体供給管２４に接続され、エポキシ樹脂等の堅牢な絶縁体
より成る筒体２７と、筒体２７の前端中央部に配設され、直流高圧電源２５に接続された
コロナ電極２８を有する。直流高圧電源２５により印加される電圧は、通常－３０～－９
０ｋＶ程度である。図４に示した静電粉体吹付けガン２６は、所謂単極外部荷電式のガン
であり、圧縮空気流によって搬送された粉体１００は、コロナ電極２８の近傍前方の空間
で荷電される。吹付けブース２０は、被処理体を収容する容器であり、側壁面には窓部が
設けられ、この窓部を通じて静電粉体吹付けガン２６から帯電した粉体１００が吹付けブ
ース２０内へ供給される。吹付けブース２０は、図４の紙面に垂直な方向に延在されてお
り、被処理体は図示されないハンガに懸吊された状態で、吹付けブース２０内を紙面に垂
直な方向に搬送される。吹付けブース２０の底部は、中央部に向かって下降するごとく傾
斜し、被処理体上に堆積しなかった粉体１００の回収を容易としている。
【００３７】
粉体回収系統は、吹付けブース２０の底部に接続された排気ダクト２１と、該排気ダクト
２１に接続された回収装置２２を主な構成要素とする。回収装置２２内では、サイクロン
とフィルタを用いて粉体１００が回収される。回収された粉体１００はホッパ２３へ戻さ
れる。
【００３８】
かかる静電粉体吹付け装置を用いて電子放出電極１５を形成するには、図４に示すように
、吹付けブース２０内に支持体１０を懸吊し、カソード電極１１を接地する。この状態で
、カソード電極１１は陽極となり、高電圧が印加されるコロナ電極２８の対向接地電極と
なる。本発明では更に、ゲート電極１３Ａを直流電源２９に接続し、負電位とする。静電
粉体吹付けガン２６から放出されて負に帯電した粉体１００は、図５に示すように、カソ
ード電極１１に引き付けられる。この時、粉体１００は、電界強度の低い開口部１４Ｂの
中央部近傍により多く集中する。その結果、図示されるように、略円錐状の電子放出電極
１５が形成される。尚、図３、図５、及び図６では、通常の円錐よりも側面が内側に向か
って湾曲した「略円錐状」の電子放出電極１５を例示するが、電子放出電極１５の形状は
必ずしも図示される形状には限られない。
【００３９】
実施の形態１では一例として、バインダ樹脂で被覆したカーボン粒子を粉体１００として
使用し、上述のようにして形成された電子放出電極１５を焼成する。この焼成は不活性ガ
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ス雰囲気中で行うため、タングステンから成るカソード電極１１やゲート電極１３Ａが酸
化されて電気抵抗率が上昇する虞れはない。また、焼成温度も既に形成されている基体の
各部に何ら悪影響を与えない温度とする。この焼成により、機械的強度と電気的特性の安
定性に優れる電子放出電極１５が得られる。
【００４０】
表示装置を製造するには、上述のような電界放出素子が形成された支持体１０と、アノー
ド電極及び蛍光体層が形成された基板とを、該蛍光体層と該電界放出素子とが対向するよ
うに配置し、該基板と該支持体１０とを周縁部において接着する。ここで、電界放出素子
が形成された支持体１０をカソード・パネルＣＰと称し、アノード電極及び蛍光体層が形
成された基板をアノード・パネルＡＰと称することにする。具体的には、セラミックスや
ガラスから作製された高さ約１ｍｍの枠体（図示せず）を用意し、枠体とアノード・パネ
ルＡＰとカソード・パネルＣＰとをフリットガラスを用いて仮接着した後、約４５０゜Ｃ
で１０～３０分焼成すればよい。その後、表示装置の内部を１０ - 4Ｐａ程度の真空度とな
るまで排気し、適当な方法で封止する。あるいは、真空槽内で枠体とアノード・パネルＡ
Ｐとカソード・パネルＣＰとをフリットガラスを用いて接着してもよく、この場合には、
接着と同時に表示装置の内部が真空となるので、後工程における排気が不要となる。
【００４１】
このようにして得られる表示装置は、図６に示すように、複数の画素から構成されている
。各画素は、上述の電界放出素子の複数個と、これらに対向配置して基板３０上に設けら
れたアノード電極３２及び蛍光体層３１から成る。アノード電極３２は例えばアルミニウ
ムから成り、ガラスから成る基板３０の上に所定のパターンをもって形成された蛍光体層
３１を被覆するように形成されている。基板３０上における蛍光体層３１とアノード電極
３２の積層順を上記と逆にしても構わないが、この場合は、表示装置の観察面側から見て
アノード電極３２が蛍光体層３１の手前に来るため、アノード電極３２をＩＴＯ（インジ
ウム・錫酸化物）等の透明導電材料にて構成する必要がある。
【００４２】
カソード電極１１には、走査回路３３から相対的に負電圧が印加され、ゲート電極１３Ａ
には制御回路３４から相対的に正電圧が印加され、アノード電極３２にはゲート電極１３
Ａよりも更に高い正電圧が加速電源３５から印加される。表示装置において表示を行う場
合、制御回路３４にはビデオ信号、走査回路３３には走査信号が入力される。カソード電
極１１とゲート電極１３とに電圧を印加した際に生ずる電界により、電子放出電極１５の
先端部から電子ｅが引き出される。この電子ｅが、アノード電極３２に引き付けられて蛍
光体層３１に衝突すると、蛍光体層３１が発光し、所望の画像を得ることができる。本発
明の表示装置においては、電子放出電極１５の先端部が先鋭化されているため、電流効率
、即ち、カソード電流値に対するアノード電流値の比も良好である。
【００４３】
（実施の形態２）
実施の形態２は、実施の形態１の変形例である。実施の形態２が実施の形態１と異なる点
は、電子放出電極１５を形成するための静電粉体吹付けを行う前に、ゲート電極１３Ａ上
を含む絶縁層１２上に保護層を形成し、粉体を供給して電子放出電極１５を形成した後、
保護層を除去する点である。実施の形態２の電界放出素子の製造方法を、図７を参照しな
がら説明する。尚、図７の参照符号は図２と一部共通であり、共通部分については詳しい
説明を省略する。
【００４４】
［工程－２００］
先ず、異方性エッチングにより絶縁層１２に垂直壁を有する開口部１４Ａを形成する工程
までを、実施の形態１の［工程－１００］と同様に行う〔図２の（Ａ）参照〕。この段階
でゲート電極１３Ａ上を含む絶縁層１２上に形成されているエッチングマスク１６をその
まま保護層として用いることも場合によっては可能であるが、ここではエッチングマスク
１６の膜厚が大きく、次工程の静電粉体吹付けにおいて粉体１００の飛行の妨げになった
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り、開口部１４Ａ内の電界強度分布に影響を与える虞れがあるので、エッチングマスク１
６を一旦除去する。そして、図７の（Ａ）に示すように、改めて保護層１７を形成する。
この保護層１７は、例えばフォトレジスト材料をスピンコート法により塗布し、開口部１
４Ａの底部の部分のみを除去するようなパターニングを行うことによって形成される。尚
、図７では、開口部１４Ａの底部の部分の保護層１７を除去するに際し、アライメントに
余裕を持たせた結果、開口部１４Ａの側壁面も保護層１７で覆われた状態を示しているが
、開口部１４Ａの側壁面は必ずしも保護層１７で覆われていなくてもよい。また、保護層
１７は、等方的なエッチングにより側壁面を後退させた開口部１４Ｂを形成した後に形成
してもよい。
【００４５】
［工程－２１０］
次に、実施の形態１の［工程－１３０］と同様に静電粉体吹付けを行うことにより、図７
の（Ｂ）に示すように、カソード電極１１上に電子放出電極１５を形成する。
【００４６】
［工程－２２０］
更に、保護層１７を除去すると、図７の（Ｃ）に示す状態が得られる。この後は、必要に
応じて絶縁層１２の等方的なエッチングを行い、開口部１４Ａを構成する絶縁層１２の側
壁面を後退させる。実施の形態２で得られた電界放出素子を用いて、更に、実施の形態１
と同様に表示装置を製造することができる。
【００４７】
以上、本発明を、発明の実施の形態に基づき説明したが、本発明はこれらに限定されるも
のではない。電界放出素子の構造の細部、電界放出素子の製造方法における加工条件や使
用した材料等の詳細事項、電界放出素子を適用した表示装置の構造の細部は例示であり、
適宜変更、選択、組合せが可能である。例えば、開口部の形状によっては、上述した略円
錐状の電子放出電極１５に替えて、別の形状を有する電子放出電極を形成することができ
る。例えば、図８に示すように、支持体４０上にカソード電極４１、絶縁層４２、ゲート
電極４３を順次形成し、カソード電極４１とゲート電極４３の重複領域において、ゲート
電極４３と絶縁層４２に複数（図では３個）の矩形の開口部４４を形成した場合、開口部
４４の底面に露出したカソード電極１１上には、上述と同様の静電粉体吹付けによって、
図示されるような凸条体から成る電子放出電極４５を形成することができる。
【００４８】
【発明の効果】
以上の説明からも明らかなように、本発明の電界放出素子の製造方法によれば、電子放出
効率の高い電子放出電極を均一、且つ、容易に形成することができる。更に、本発明の表
示装置の製造方法によれば、高度に均一な輝度分布と画質を有する表示装置の提供が可能
となる。従って、表示装置の表示画面の大面積化を想定した場合にも、製造設備投資の削
減、プロセス時間の短縮化、製造コストの低減を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施の形態１に係る電界放出素子の製造方法を示す工程図である。
【図２】図１に引き続き、実施の形態１に係る電界放出素子の製造方法を示す工程図であ
る。
【図３】図２に引き続き、実施の形態１に係る電界放出素子の製造方法を示す工程図であ
る。
【図４】本発明で用いられる静電粉体吹付け装置の概念的な構成図である。
【図５】帯電した粉体の供給により略錐状の電子放出電極が自己整合的に形成される様子
を概念的に説明するための原理図である。
【図６】上記の電界放出素子を組み込んだ表示装置の構成例を概念的に示す一部端面図で
ある。
【図７】実施の形態２に係る電界放出素子の製造方法を示す工程図である。
【図８】電子放出電極の形状の他の例を示す模式的な斜視図である。
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【図９】従来のスピント型電界放出素子の製造方法を示す工程図である。
【図１０】図９に引き続き、従来のスピント型電界放出素子の製造方法を示す工程図であ
る。
【符号の説明】
１０・・・支持体、１１，４１・・・カソード電極、１２，４２・・・絶縁層、１３Ａ，
４３・・・ゲート電極、１４Ａ，１４Ｂ，４４・・・開口部、１５，４５・・・電子放出
電極、１７・・・保護層、３０・・・基板、３１・・・蛍光体層、３２・・・アノード電
極、ＣＰ・・・カソード・パネル、ＡＰ・・・アノード・パネル

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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